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一宮市職員措置請求について（公表） 

地方自治法第 242 条第１項の規定に基づく一宮市職員措置請求（住民監

査請求）に対し、同条第４項の規定による監査を実施しましたので、その

結果を次のとおり公表します。 
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一宮市職員措置請求に係る監査結果報告 

１ 措置請求の概要 

（１）平成 28 年 12 月 20 日、一宮市居住のＡ氏、Ｂ氏（以下「請求人」

という。）から地方自治法（以下「法」という。）第 242 条第１項に基

づく一宮市職員措置請求（以下「請求」という。）があった。 

この請求は、所定の法定要件を具備しているものと認められたので

受理した。なお、請求の要旨は、平成 29 年１月４日付け「一宮市職員

措置請求書の補正について」の文書により、一部補正された。 

本請求は、市が社会福祉法人一宮市社会福祉協議会（以下「社協」

という。）に支出した平成 21 年度から平成 27 年度までの高齢者世話付

住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事業委託料において、社

協の事業収支に残金があるにもかかわらず、市が社協に一宮市委託料

交付要綱に基づく精算を行わせず、残金を返還させることを怠ってい

たため、市に当該期間における未精算残金 2,993,113 円の損害が発生

しているとして、福祉部長に対しその損害額に遅延損害金を合わせて

弁済するか、又は社協に返還させることを求めているものと解される。 

（２）請求書及び事実を証する書類として提出されたものは、別紙のとお

りである。 

２ 監査の実施 

（１）請求人の証拠の提出及び陳述 

法第 242 条第６項の規定に基づいて、請求人から請求の要旨を補足

するために、平成 29 年１月 13 日に陳述を聴取した。 

（２）監査対象事項 

本請求の内容及び陳述から、市が社協に支出した高齢者世話付住宅

（シルバーハウジング）生活援助員派遣事業委託料（以下「本事業委

託料」という。）が一宮市委託料交付要綱（以下「委託料交付要綱」と

いう。）に基づく精算を要するか否かに重点を置き、市が社協に対し、
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委託料交付要綱に基づいた精算を行わせなかったことが、返還請求権

という財産（債権）の管理を怠る事実に当たるか否かについて監査を

実施した。 

なお、本請求は、平成 21 年度から平成 27 年度までに支出した本事

業委託料に係る怠る事実を請求の対象としていると考えられるものの、

本事業委託料が委託料交付要綱に基づく精算を要するか否かを判断す

るには、直近の平成 27 年度の本事業委託料について調査すれば足りる

ため、まず平成 27 年度に支出した本事業委託料を調査し、その結果を

基に平成 26 年度以前の本事業委託料について判断することとした。

（３）関係書類の調査及び関係職員の事情聴取 

本請求の対象となっている本事業委託料の所管課である福祉部高年

福祉課を監査対象部課とし、関係書類の提出を求め、調査を行うとと

もに、福祉部長、福祉部次長、高年福祉課長及びその他関係職員から

事情聴取した。 

３ 事実の調査 

関係書類の調査及び関係職員からの事情聴取により得られた結果は

次のとおりであった。 

（１）一宮市高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事

業について 

ア．概要 

高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）とは、住宅施策と福祉施

策の連携により、バリアフリー化など高齢者の生活特性に配慮した設

備を備え、併せて定期的に訪れる生活援助員が日常生活支援サービス

の提供を行っている高齢者向けの公的賃貸住宅であり、国土交通省と

厚生労働省が管轄している。 

国のシルバーハウジング・プロジェクトに基づき、地方公共団体や

都市再生機構、住宅供給公社が住宅を供給しており、一宮市内におい

ては、県営の朝日住宅、花祇住宅及び西御堂住宅内に併設されている。 

生活援助員派遣事業は、これらの住宅に市が生活援助員を派遣し、

入居高齢者に対する日常の生活指導・相談、安否の確認、一時的な家
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事援助、緊急時の対応等のサービスを提供し、これらの者が自立して

安全かつ快適な生活を営むことができるよう、その在宅生活を支援す

ることを目的としている。 

 イ．委託内容について 

高齢者世話付住宅に居住する高齢者に対し、週１回生活援助員を派

遣し、生活指導・相談、安否の確認、一時的な家事援助、緊急時の対

応、関係機関等との連絡、その他日常生活上必要な援助を提供するも

のである。 

対象となっている世帯は次のとおりである。 

・県営朝日住宅 18 戸 

・県営花祇住宅 10 戸 

・県営西御堂住宅 38 戸 

ウ．一宮市高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事

業実施要綱（以下「実施要綱」という。）について 

実施要綱の内容は、次のとおりである。（関連部分のみ抜粋） 

（目的）  

第１条 高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事

業（以下「事業」という。）は、高齢者世話付住宅に居住する高齢

者に対し、生活援助員を派遣して生活指導・相談、安否の確認、

一時的な家事援助、緊急時の対応等のサービスを提供することに

よって、これらの者が自立して安全かつ快適な生活を営むことが

できるよう、その在宅生活を支援することを目的とする。 

（実施主体及び運営主体）  

第２条 この事業の実施主体及び運営主体は、一宮市とする。ただし、

事業の運営については、適切な事業運営が確保でき、専門的知識

を有する事業者に委託することができる。 

（サービスの内容）  

第４条 生活援助員の行うサービスは、次に掲げるものとし、必要に

応じ提供するものとする。  

（１）生活指導・相談  

（２）安否の確認  
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（３）一時的な家事援助  

（４）緊急時の対応  

（５）関係機関等との連絡  

（６）その他日常生活上必要な援助 

（生活援助員の派遣及び選考）  

第７条 生活援助員は、住宅戸数概ね３０戸に 1 人を標準として派遣

するものとする。  

２ 生活援助員は、次の要件を備えている者のうちから選考するもの

とする。  

（１）心身ともに健全であること。  

（２）高齢者福祉に関し理解と熱意を有すること。  

（３）高齢者の生活指導・相談、家事、緊急時の対応等を適切に実

施する能力を有すること 

（生活援助員の身分） 

第８条 生活援助員は、適切な事業運営が確保でき、専門的知識を有

する事業者の職員であって市長が適当と認めた者とする。 

（２）高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事業委託

契約について 

ア．契約締結について 

市は、契約を行うに当たり３業者を見積書の徴収先として選定し、

提出された見積書を比較した結果、最低価格を提示した社協を委託先

と決定していた。 

平成 27 年４月１日付けで市と社協との間で締結された高齢者世話

付住宅（シルバーハウジング）生活援助員派遣事業委託契約書（以下

「契約書」という。）によれば、本契約は平成 27 年４月１日から平成

28 年３月 31 日までの単年度契約で、社協は実施要綱に基づく事業を

受託し、毎月の事業実績報告書と年間の事業実績報告書を市に提出す

ることとなっており、市はその業務に対し本事業委託料として

1,206,400 円を社協に支払うこととなっていた。本事業委託料は、社

協からの書面による請求により、４月、７月、10 月、１月に 301,600

円ずつ支払うことが定められていた。 
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イ．本事業委託料の支払いについて 

支出負担行為決議書及び支出命令書を調査したところ、支出負担行

為は法令又は予算の定めるところに従って行われており、支出負担行

為決議書は適切な時期に決裁されていた。支払方法は、地方自治法施

行令第 163 条第２号の規定による前金払で、契約書の規定に従い４月、

７月、10 月、１月にそれぞれ 301,600 円、総額 1,206,400 円を支出す

る分割払とされていた。 

また、支出命令書も一宮市会計に関する規則の規定に従って調製さ

れており、決裁及び会計管理者による審査が適切になされていた。 

ウ．委託事業の履行確認について 

契約書に基づき、毎月１か月間の業務を取りまとめた実績報告書・

業務日誌が社協から提出されており、事業年度終了後には年間実績件

数を取りまとめた報告書が社協から提出されていた。各月の実績報告

書・業務日誌を確認したところ、契約書で定める様式に従い、週に１

回の訪問実施日、訪問時間、面接内容等が対象世帯ごとに記載されて

いた。市は、この実績報告書・業務日誌の内容と市で保管している台

帳とを照合し、履行確認をしたとのことであった。 

（３）委託料交付要綱について 

委託料交付要綱の内容は、次のとおりである。（関連部分のみ抜粋） 

（目的） 

第１条 この要綱は、法令等に特に定めるもののほか、委託料の交付

に関し基本的な事項を定め、これに係る予算の執行の適正化を図る

ことを目的とする。 

（委託料） 

第２条 この要綱において、「委託料」とは、市が行う事務・事業のう

ち、その性質上市以外の団体等(以下「団体等」という。)に依頼し

て行わせる事務・事業(以下「委託事業」という。)に要する経費を

いう。 

（事業の委託） 

第４条 

５ 委託料は、その目的以外に使用してはならない。 
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（委託料の経理及び精算） 

第５条 

２ 委託を受けた団体等は、委託事業が完了したときは、別記第４号

様式の委託料精算書及び別記第３号様式の請求書を市長に提出しな

ければならない。 

（義務違反に対する長の措置） 

第６条 

２ 市長は、委託事業の実施が委託した事業と異なるとき、不適当と

認めるとき、又は第４条第５項の規定に違反するときは、その委託

事業を中止させ、若しくは変更させ、又は既に交付した委託料を返

還させることができる。 

（４）本請求に対する市の見解について 

請求人の主張に対し、市は次のように疎明している。 

本事業は、高齢者世話付住宅に生活援助員を派遣し、相談援助をす

るというもので、その業務の専門性から専門的知識を有している３業

者から見積書を徴収し、最低価格を提示した社協と委託契約を締結し

たものであり、適正な価格での契約である。 

また、本契約は、実施要綱第２条に基づき生活援助員を派遣し、日

常生活上の援助を提供するという請け負った業務の完了に対し報酬を

支払う民法第 632 条に基づく請負契約を締結しており、委託料交付要

綱第２条で規定している「市が行う事務・事業のうち、その性質上市

以外の団体等に依頼して行わせる事務・事業」に該当するものではな

い。 

したがって、その収益は受託者に属し、委託料交付要綱に基づく精

算を求めるものではない。 

よって、市に損害が生じているという請求人の主張に根拠はない。 

４ 判断 

市が社協に対し、委託料交付要綱に基づいた本事業委託料の精算を行

わせなかったことが返還請求権という財産の管理を怠る事実に当たるか

否かについて、次のように判断する。 
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委託料交付要綱でいう「委託料」とは、条文では明確にされていない

ものの、これまでの市の運用状況から鑑みれば、例えば地縁団体や小中

学校など、利益獲得を目的としておらず、市よりも行政サービスの対象

者をよく理解し、市が行うよりも効率的かつ細部にまで行き届いた事

務・事業等を実施することが可能である特定の団体を市が指定して、本

来市が行うべき行政サービスを代わりに行わせる場合に、その直接必要

となる経費を市が負担するものを想定していると考えられる。すなわち、

その団体が市から委託された事務・事業等の実施に要する経費は、本来

市が直接事業を行えば、必要な経費のみ歳出執行されるものであるから、

委託料交付要綱に精算条項が規定されていると考えるのが自然である。 

一方、民法第 632 条に規定される請負契約に基づく「委託料」は、予

め委託者と受託者との間で合意した契約内容に従い、受託者は請け負っ

た仕事を完成することを約束し、委託者はその仕事の対価として報酬を

支払うものであるから、精算が伴うことは一般的ではなく、委託料交付

要綱が想定する「委託料」とは性質を異にするものであると考えられる。 

本事業委託料は、市と社協との間で締結された契約に基づき、生活援

助員の派遣という業務を請け負った社協に対し、市がその報酬として支

払ったものであることは明白であり、その性質上、民法第 632 条に規定

される請負契約に基づくものであると解される。すなわち、本事業委託

料が当該業務における社協の経費を上回り、収支に差額が生じたとして

も、それは社協の事業活動の中で獲得した利益であるから、その使途に

ついて市の制限が及ぶものではなく、精算を要しないと考えるのが適当

である。 

したがって、市が本事業委託料に委託料交付要綱を適用せず、精算を

行わせなかったことは妥当であり、返還請求権はないと判断する。なお、

これは、平成 27 年度と同じように請負契約を締結している平成 21 年度

から平成 26 年度までの本事業委託料にも当てはまるものである。 

また、市は複数の事業者から見積書を提出させ、最低価格を提示した

社協と契約を締結していることから、競争性や経済性の確保にも配慮さ

れており、業務の履行確認も毎月行われていた。 

以上のことから、市に損害は認められないと判断する。 

なお、支出負担行為、支出手続等は、適正に行われており、違法性は

ないと判断する。 
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５ 結論 

以上、これまでに述べたとおり、本事業委託料について市が社協に精

算を行わせなかったことは、財産の管理を怠る事実には当たらず、請求

人の主張には理由がないことから、請求は棄却する。 

６ 意見 

請求人の請求とは別に、本請求に基づく監査を実施した結果、次のよ

うな点がみられたので、以下に意見を述べる。 

委託料交付要綱第２条に、『この要綱において、「委託料」とは、市が

行う事務・事業のうち、その性質上市以外の団体等に依頼して行わせる

事務・事業に要する経費をいう。』とあるが、請負契約など委託料交付要

綱の適用を受けるのが適当でない委託料を適用範囲から除外しているこ

とが不明瞭であるので、委託料交付要綱の適用範囲を明確にするよう改

められたい。 








